
9



10



11



12



13



87,078 ha
15,456 ha

71,622 ha

72,610 ha
12,904 ha

59,706 ha

50 % 100%  1,343 ha  0.5 ha

50 % 100%  94 ha  4.8 ha

60 % 150%  263 ha  0.3 ha

60 % 200%  1,830 ha 0.8ha

60 % 150%  17 ha  16.0 ha

60 % 200%  701 ha  6.4 ha

60 % 200%  3,898 ha  1,832.1 ha

60 % 200%  484 ha  25.4 ha

60 % 200%  206 ha  172.5 ha

60 % 200%  12 ha  70.6 ha

80 % 200%  395 ha  1.9 ha

80 % 300%  267 ha  202.7 ha

80 % 200%  18 ha  207 ha

80 % 400%  285 ha  110.8 ha

80 % 600%  108 ha  61.0 ha

60 % 200%  1,613 ha  1,444 ha

60 % 200%  648 ha

1.0

60 % 200%  739 ha

 12,920ha

28 3

194  529.846  56 ha

4  35.490  15 ha

174  490.126  30 

8  3.265  394 ha

8  0.965  11,889 

 1.840  ha

 2.730  101,217 

 8,900  10,000

 940  12,000

3  520  14,000

1  4,000  5.00 ha

219  702.28 ha  0.65 ha

186  44.24ha  1.30 ha

14  23.2 ha  0.30 ha

9  42.7 ha  5.80 ha

6  272.6 ha  267,600

3  32.2 ha  0.72 ha

1  287.4 ha  43,300

10  57.04 ha  42,400

 14,756 ha  10,000

 8,842 ha  12,400

 10,391  47.60 ha
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1  21.1 ha

2  16.3 ha

3  15.2 ha

4  7.8 ha

5  9.2 ha

6  21.5 ha

7  28.3 ha

8  61.0 ha

9  19.0 ha

10  30.4 ha

11  1.0 ha

12  8.2 ha

13  3.7 ha

14  9.9 ha

15  30.8 ha

16  5.7 ha

17  12.1 ha

18  12.5 ha

19  3.7 ha

20  7.8 ha

21  28.5 ha

22  5.0 ha

23  7.2 ha

24  27.2 ha

25  25.4 ha

26  10.5 ha

27  7.0 ha

28  16.9 ha

29  20.1 ha

30  7.1 ha

31  11.3 ha

32  14.8 ha

33  12.1 ha

34  6.6 ha

35  2.0 ha

36  9.8 ha

37  0.9 ha

38  22.0 ha

39  21.7 ha

40  17.2 ha

41  15.9 ha

42  9.0 ha

43  11.8 ha

44  2.6 ha

45  8.2 ha

46  1.6 ha

47  0.8 ha

48  20.1 ha

49  8.5 ha

50  10.8 ha

51  6.4 ha

52  9.0 ha

28 3

53  9.6 ha

54  51.4 ha

55  17.7 ha

56  19.2 ha

57  4.5 ha

58  20.0 ha

59  6.4 ha

60  31.3 ha

61  14.3 ha

62  18.9 ha

63  9.1 ha

64  9.7 ha

65  4.2 ha

66  11.8 ha

67  30.7 ha

68  0.8 ha

69  1.4 ha

69  964.2 ha
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ha

 45. 2. 7 58,259 

 53. 4. 21 58,358 
 58. 3. 11 58,340 
 61. 3. 25 58,347

 3. 4. 1 58,250
 12. 2. 29 57,873
 14. 10. 1 57,876

 23. 3. 18 87,078 

 26. 3. 28 87,078 
 28. 2. 9 87,078 

ha ha

45.11.16 
9,821

5.10.29 
10,776

33,870 33,007

53. 6. 6 
10,153

9. 3.18 
10,810

33,590 32,973

58. 3.11 
10,137

12. 2.29 
11,423 4

33,588 31,982

61. 3.25 
10,307

23. 3.18 
12,894 5

33,493 59,716

62. 8.14 
10,243

26. 3.28 
12,904

33,557 59,706

. 3.31 
10,296

28.2.9 
12,904

33,504 59,706

3.12.19 
10,707 3

33,076

28 3

ha
 35. 7. 28 7,906 

 58. 3. 11 7,925 
. 11. 10 7,705 

 3. 9. 1 7,711 
 5. 9. 30 7,708 
 8. 10. 1 7,706 

ha
 2. 4. 2 2,473 

ha
 28. 9. 8 1,233 

 54. 12. 28 4,980 

ha
 2. 4. 2 2,202 
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37ha 93ha 

86ha  54ha 

HARD OFF ECO
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                新潟駅周辺整備事務所 

新潟駅部の高架化工事 
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Ⅰ 新 潟 駅 周 辺 整 備 に つ い て

１ 事業目的 

新潟駅周辺整備は、鉄道を挟んだ駅南北市街地の一体的な整備を図り、日本海拠点都市にふさわしい都市機能の強化に向けて、鉄道在来線の高架化や幹線道

路、駅前広場などの都市基盤整備をはじめ、駅周辺市街地の総合的な整備を図るものです。

２ 新潟駅周辺地区の役割と将来像

日本海側の国土軸の強化 

「新潟」の拠点性向上 

新潟駅を挟んだ都心軸の形成 

鉄道と基幹公共交通軸の結節点 

３ 整備方針・目的と事業計画概要

幹
線
道
路
整
備
事
業

（新
潟
鳥
屋
野
線
・

出
来
島
上
木
戸
線
等
の
整
備
）

連
続
立
体
交
差
事
業

（在
来
線
の
高
架
化
）

●踏切の除却による安全性・利便性の確保

●南北市街地の一体化（高架下空間の有効利用、区画道路の整備

など）

●新幹線・在来線同一ホームによる乗り換えの利便性向上による

国土軸の強化（新幹線・在来線同一ホーム事業）

事業計画概要 
■ＪＲ信越本線等連続立体交差事業
 高架区間 Ｌ＝約2.5ｋｍ
 （撤去踏切：米山踏切、天神尾踏切）

幹
線
道
路
整
備
事
業

（新
潟
鳥
屋
野
線
・

出
来
島
上
木
戸
線
等
の
整
備
）

●自動車の安全かつ円滑な交通の確保 
●歩行者、自転車の安全性・利便性の確保 
●電線類地中化による都市景観や都市防災の向上など 
事業計画概要 
■新潟鳥屋野線  Ｌ＝819ｍ  Ｗ＝30ｍ 
■新潟駅西線   Ｌ＝831ｍ  Ｗ＝22ｍ 
■弁天線     Ｌ＝330ｍ  Ｗ＝60ｍ 
■新潟駅東線   Ｌ＝750ｍ  Ｗ＝22ｍ 
■明石紫竹山線  Ｌ＝766ｍ  Ｗ＝18～20ｍ 
■出来島上木戸線 Ｌ＝1,855ｍ Ｗ＝22ｍ 
■駅南線     Ｌ＝144ｍ  Ｗ＝16ｍ 

北東アジア交流の 

陸の玄関口 

新潟空港や東北の日本海沿岸地域と

連携した北東アジア交流の 

陸の玄関口 

新潟駅を挟んだ都心軸と

基幹公共交通軸の形成 

水の都 にいがたの

都心軸の“要”

人と環境に優しい 

都市交通体系の 

主要ターミナル
都市内における 

公共交通の結節点
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駅
前
広
場
整
備
事
業

（万
代
広
場
、
高
架
下
交
通
広
場

の
整
備
）

●基幹公共交通軸の形成

●広場内へのバス・タクシー・一般車の混入解消

●人を癒し、にぎわいの絶えない空間の創出

事業計画概要 

■万代広場    Ａ＝約18,500㎡

■南口広場    Ａ＝約14,000㎡

■高架下交通広場 Ａ＝約4,000㎡

そ
の
他
の
関
連
事
業

●駅周辺市街地の整備

 （駅周辺の土地の有効利用や高度利用の促進）

●白山駅周辺整備事業
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４ 経緯 

【年 度】 【主なトピック】

昭和６２年度 ・ 国鉄分割民営化（新潟車両基地の移転決定により新潟駅周辺整備実現の可能性が浮上）

・ 鉄道連続立体交差化を含めた新潟駅周辺整備についての調査開始（調査主体：市）

平成 ４ 年度 ・ 新潟駅周辺整備対策室設置

・ 新潟県・新潟市共同調査開始

平成 ６ 年度 ・ 連続立体交差事業調査採択（調査主体：県）

平成 ９ 年度 ・ 新潟駅周辺整備関係機関連絡調整会議設置

・ 「旧国鉄清算事業団用地」取得（3.0ha 125.4億円）

平成１０年度 ・ 「新潟駅周辺整備基本構想」の公表

・ 新潟駅周辺まちづくり懇談会、地元自治会長説明会、シンポジウム、アンケート調査等の実施

平成１１年度 ・ 基本構想周辺自治会等説明会の開催

・ 市民意見交換会「わいわいガヤガヤ駅サイト」開催

平成１２年度 ・ 連続立体交差事業着工準備採択（事業主体：県）

・ 新潟駅周辺計画課新設

・ 「新潟駅周辺整備計画策定方針」の公表

・ まちづくり駅際都シンポジウムの開催

平成１３年度 ・ 新潟駅付近連続立体交差事業協議会設置

・ 新潟駅付近連続立体交差事業促進期成同盟会設立

・ 「新潟駅周辺整備計画素案」の公表、説明会の開催（１９回） 

・ 「新潟駅駅舎・駅前広場計画提案競技」開始

平成１４年度 ・ ワールドカップサッカー大会における交通・情報実験の実施及び総合都市情報システム基本計画案の作成

・ 「新潟駅駅舎・駅前広場計画提案競技」最優秀賞決定

平成１５年度 ・ 市議会「新潟駅連続立体交差事業及び総合交通体系調査特別委員会」設置

・ 出張ＰＲコーナーの開催、まちづくりセッションの開催

・ 「都市計画素案の概要」説明会（９回）
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平成１６年度 ・ 駅前広場等基本設計

・ 「将来の新潟駅駅前広場を考える市民の集いワークショップ」の開催

・ 新潟駅駅前広場整備に関する出張ＰＲコーナーの開催

平成１７年度 ・ 「新潟駅周辺整備に関する都市計画素案」説明会開催（６回）

・ 「新潟駅周辺整備計画」都市計画決定を告示

平成１８年度 ・ 都市計画道路（新潟鳥屋野線・新潟駅西線・弁天線）都市計画事業認可

・ 新潟駅付近連続立体交差事業 都市計画事業認可

・ 「新潟駅南口広場実施設計ワ－クショップ」（３回）

平成１９年度 ・ 政令指定都市移行に伴い、新潟駅付近連続立体交差事業の事業主体が、県から市へ移管

・ 都市計画道路（出来島上木戸線）事業認可

・ 新潟駅付近連続立体交差事業計画変更事業認可

（「新潟駅新幹線・在来線共用ホーム整備事業」及びＪＲ負担率変更（７％⇒８％）の認可）

・ 市民による新潟駅南口広場活用計画づくりワークショップ（３回）

平成２０年度 ・ 市民による新潟駅南口広場整備ワークショップ（３回）

・ コネクターキューブ図柄の市民アンケート実施

・ 新潟駅舎南側歩行者通路（ペデストリアンデッキ）供用開始

・ 新潟駅南口広場バスエリア供用開始

平成２１年度 ・ 新潟駅南口広場第一期工事完了

・ 白山駅周辺まちづくり勉強会開催（２回）

・ 新潟駅南口第二地区第一種市街地再開発事業施設建築物竣工

・ 新幹線高架下情報発信施設「情報ポケット新潟」供用開始

平成２２年度 ・ 弁天線電線共同溝工事着手

・ 白山駅周辺まちづくり勉強会開催（４回）

平成２３年度 ・ 新潟駅周辺整備の事業計画の見直し（工程、整備手順など）

・ 信越、白新線方での仮線切換え（２線実施）

・ 新潟鳥屋野線電線共同溝工事着手

・ 新潟駅周辺整備関連道路事業検討会議開催（５回）
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平成２４年度 ・ 弁天線全線供用

・ 新潟駅仮ホーム（８・９番線）供用開始、６・７番線撤去

・ 万代広場基本計画見直し実施及び部分整備基本計画策定（ワークショップ４回）

・ 都市計画道路（寄居浜女池線・白山）事業認可 

・ 出来島上木戸線電線共同溝工事着手

平成２５年度 ・ 白山駅駅舎及び自由通路供用

・ 万代広場部分整備着手に伴い出張ＰＲ実施（２回）

平成２６年度 ・ 駅南線（けやき通り）供用

・ 万代広場部分整備 及び 白山駅前広場整備 

・ 万代広場基本計画見直し実施（ワークショップ３回）

・ 越後線方での仮線切り替え

・ 寄居浜女池線（白山）供用

平成２７年度
・ 白山駅駅前広場供用

・ 万代広場部分整備完了

【目標年次】 【整備目標】

平成３０年度 越後線高架化完成、高架駅第一期開業、新幹線・在来線同一乗り換えホーム供用

平成３１年度 新潟鳥屋野線供用、踏切の除却（２ケ所）

平成３３年度 高架駅全面開業

平成３４年度 高架下交通広場供用

平成３５年度～ 万代広場供用
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５ 平成２８年度事業概要 

事 業 名 概       要 

連続立体交差事業 
南北市街地の一体化を目的とした在来線の高架化に向け、新潟駅部をはじめ高架化区間全体で高架橋工事を進

めます。 

幹線道路の整備 都市内交通の円滑化と市民生活の利便性向上のため、新潟鳥屋野線、出来島上木戸線等の整備を進めます。 

駅前広場の整備 
基幹公共交通軸の形成と公共交通結節点の機能強化に向けて、高架下交通広場の設計と、市民の思いを反映し

た万代広場将来整備の計画づくりを行います。 

市街地再開発事業 新潟駅周辺地区におけるまちづくりの支援を行い、土地の高度利用と都市機能の更新を図ります。 
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整備イメージ（※今後の検討・協議により変更する可能性があります） 

６ 今後の整備計画

（都）万代沼垂線

（
都
）万
代
島
ル
ー
ト
線

（栗
ノ
木
バ
イ
パ
ス
）

（都）万代橋通線（明石通）

（都）駅南線（けやき通り）

（都
）新
潟
鳥
屋
野
線

（都
）桜
木
イ
ン
タ
ー

曽
和
線

東
大
通（都）広場付属左源太線（都）広場付属菱潟線

東跨線橋西跨線橋

白山駅

万代広場

南口広場

（都）出来島上木戸線（笹出線） 高架下交通広場（Ｈ３４年度頃供用）

ＢＲＴ第1期導入区間

新潟駅

（都
）新
潟
駅
東
線

（都
）明
石
紫
竹
山
線

白山駅駅前広場

（都
）新
潟
駅
西
線

供用目標年度 Ｈ２５～Ｈ２９
Ｈ３０～Ｈ３２
Ｈ３３～

事業凍結路線

弁
天
線

同一乗り換えホーム

万代広場 
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Ⅱ 新潟駅周辺地区の市街地再開発事業について

１ 弁天町地区第一種市街地再開発事業 

 当地区は、昭和49年12月に再開発組合が設 

立され、昭和56年10月にはビジネスホテルを 

キーテナントとしたＡ工区が竣工しました。 

 Ｂ工区においては、平成12年度に基本計画、

平成13年度には推進計画を作成し、事業化に向

けた調整を行っています。

２ 新潟駅南口地区の再開発事業 

第五地区（D7街区）は、平成10年12月に権 

利者による研究会組織が設立され、事業計画の 

調査検討及びデベロッパーの誘致等事業化に向 

けた検討を行っており、平成14年度には基本計 

画を作成しました。 

現在、研究会は休会中ですが、年１回程度の 

役員情報交換を行っています。 

その他の地区については、随時地権者と情報 

交換や協議を行うなど事業化に向けた支援を行 

っています。 

（B工区）（0.28ha）
新潟駅周辺市街地再開発事業等 区域図 
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技 術 管 理 セ ン タ ー 

技 術 管 理 課 
 

 技術管理課は、新潟市の実施する公共工事に関する技術基準や設計・

積算基準の作成などの事業を行っています。 
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１ 土木・建築積算システムの管理 

 新潟市の発注する土木・建築工事の設計業務において、統一した単

価・歩掛等を使用して積算を行うため、クライアントサーバシステム

で構築された積算システムを運用しています。 

土木工事の設計積算業務では、国土交通省が策定する「新土木工事

積算大系」（※1）を採用しています。積算システムの概要は、右図の

ような体系となっています。 

建築工事の設計積算業務では、営繕積算システム等開発利用協議会

において開発された「営繕積算システム（通称ＲＩＢＣ２）」を採用し

ています。 

（※1）「新土木工事積算大系」とは、①積算の内容を発注者、受注

者にとってわかりやすく②誰が積算しても標準化された同じような積

算となるようにするための積算方法です。 

 

 

 

２ 総合評価方式の試行 

 「総合評価方式」とは、公共工事等の契約相手先を決定する入札方

法の一つで、これまで主に行われてきた「価格競争方式」（標準的な設

計・施工方法に基づいて最も安い価格で入札した企業を落札者に決定

する方法）とは異なり、価格と企業の技術力とを総合的に評価して落

札者を決定する方法です。 

 今年度（平成２８年度）は８０件程度の工事について試行を予定し

ています。 
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３ ＣＡＬＳの導入 

 “CALS”とは Continuous Acquisition and Life-cycle Support の

略語で、「継続的な調達とライフサイクルの支援」と訳されます。各種

情報を電子化し、技術情報などをネットワークを介して交換及び共有

することにより、事業期間の短縮、コストの削減、生産性の向上など

を図ります。 

 平成２５年度以降は、「新潟市 CALS 導入拡大スケジュール」に基づ

いて、電子納品及び保管管理システムへの登録を実施しています。 

 

新潟市 CALS 導入拡大スケジュール【土木工事】 

年度 H25 H26 H27 H28 以降

予定価格 

（税込） 

工事

区役所の事業

課で発注する
もの 

2.5 千万円
以上 2.5千万円

以上 
1千万円以上 

上記以外※ 
5千万円 
以上 

業務委託 
100 万円以上 

（ただし、測量業務、地質調査業務は、 
金額にかかわらず電子納品とする。） 

※：各地域土木事務所、各地域下水道事務所、下水道管理センター、土木総務課、道路計画課 等 

 

 

 

４ 技術職員の人材育成 

 平成２１年３月に、「技術職員の能力育成に関する基本方針」を策定

し、職場研修（OJT）や職場外研修（OFF-JT）、自己研修などによる能

力向上を推進してきたところですが、さらに多様化する社会環境にお

ける公共工事の実施においては、地域住民に対する説明や関係機関と

の協議など、職員の技術力やプレゼンテーション能力の向上が求めら

れており、これらに必要な技術力習得を図ります。 

５ 参考 

 ①総合評価の試行件数 

年  度 実施件数

平成２７年度 ７８件

平成２６年度 １１５件

平成２５年度 １１８件

平成２４年度 １２１件

平成２３年度 ２７５件

平成２２年度 １２５件

平成２１年度 １１５件

平成２０年度 １３７件

平成１９年度 １０件

平成１８年度  ４件

 ②技術管理課で取りまとめを行った内部研修の参加者延べ人数 

年  度 参加者延べ人数

平成２７年度 ９００人

平成２６年度 ９７５人

平成２５年度 ９６４人

平成２４年度 ４７０人

平成２３年度 １８７人

平成２２年度 ２７６人

平成２１年度 ３２７人

平成２０年度 ６７人

平成１９年度 ３３３人

③技術管理課で取りまとめを行った外部研修の参加者延べ人数 

年  度 参加者延べ人数

平成２７年度 ４１６人

平成２６年度 ３０４人

平成２５年度 ３９３人

平成２４年度 ３５１人

平成２３年度 ２９７人

平成２２年度 ３８５人

平成２１年度 ２８０人

平成２０年度 ２７５人

平成１９年度 ２６６人
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